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論文
収穫逓増，独占的競争と成長経路
冗 木 久
1 • はじめに
一方の活動が他方の活動を相互に刺激し合うという意味で補完関係が存在
するとき，何らかの外生的ショックが与えられれば，経済システムは循環的
ないし累積的活動を引き起こす。外部性はこうした補完関係が市場を経由す
ることなく直接的に他企業・産業・経済全体に，あるいはそこから波及する
環境を示している。外部性の存在が単にミクロ経済内だけでなく，マクロ経
済の成長ないし発展に重要な役割を果たすことは早くから認識されていた。
たとえば，Rosenstein-Rodan (1942)は外部性を補完関係という観点からマク
ロレベルで考察して，戦後のヨーロッパを復興させるための経済政策を次の
ように論じた。社会資本や人々の技術能力の発展は経済の発展と強い補完関
係にあるが，それは公共財としての性質が強く，利潤を追求する個別企業に
とって魅力的なものでないために，私的利益と社会的利益との乖離が発生し，
したがって，個別企業に任せることができず，投資や産業の発展に関する限
り，全体としての経済政策が必要であると主張した。 Scitovsky(1954)は
Rosenstein-Rodanの議論を敷延して，分権的市場経済では各経済主体の，と
りわけ，投資に関する意思決定が他の経済主体のそれとの間に協調の失敗が
生じることを示し，一般均衡理論が経済システムの動学分析には不適当であ
ると論じた。
これまでの動学分析の中で外部性に関するこうした注目は例外的であっ
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た。ところが，外部性に由来する補完関係の存在と経済主体の意思決定との
関係を考慮に入れ，ゲーム論的視点を取り入れた動学的なマクロ経済分析は
1980年代後半から 1つの大きなうねりとなった。この流れは，Scitovskyが言
うように，外部性・補完関係が存在する分権的市場経済では一般均衡理論が
妥当性を有しないという主張，換言すれば，価格システムが自己調整作用を
持ち，効率的資源配分を達成すると主張する新古典派的理論に対する批判な
いし否定の方向に対応していると言えよう。こうした潮流は必ずしもケイン
ズの復活を意味するものでないが，外部性が経済主体の意思決定と行動に組
み込まれて戦略的補完関係が成立し，それが経済システムの中でその役割を
発揮するとき，協調の失敗が発生し，その結果，失業均衡を含むケインズ的
世界を体系的に説明することを意図した研究が進んでいる。補完関係を組み
込んだ研究に，Diamond(1982), Mankiw (1985), Shleifer(1986), Cooper and 
John(1988), Howitt(1990), Howitt and McAfee(1992)などがあり，これら
は，投資を含む需要サイドに係わる外部性を考慮した企業行動を含むマクロ
経済分析の枠組みを提示しようとしている。
他方，供給サイドにおける外部性を軸に展開する議論の歴史は古い。この
議論は収穫逓増に関するマーシャル『経済学原理』第IV編にまで潮ることが
できよう。 Viner(1932)はミクロの長期費用曲線と供給曲線を用いてマーシ
ャルの議論を形式的整合性のある形に整理し，相異なる生産者間で新しいア
イディアがスピルオーバーすることは産業規模の拡大から生じる技術的外部
経済の 1つの源泉であることを示唆した。もっとも，Vinerは収穫逓増の事例
を見出すことは容易でないと述べているが。この技術的外部性は規模に関す
る収穫逓増の形を取り，生産関数の投入と産出の関係として表現されるが，
企業の生産関数に収穫逓増を仮定したのでは完全競争均衡を主張する新古典
派経済学と整合的でない。こうしたこともあって，一般に規模に関する収穫
不変の生産関数が仮定され，収穫逓増の議論は脚注にすら触れられることが
なかった。
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ところが， 1980年代後半になって，いくつかの重要問題を解決する上で，
収穫逓増の仮定が基本的役割を果たすことが認識されるようになった。それ
には次のような問題が含まれる。第 1は技術進歩に関するソロー残差の不変
性が支持されないという問題である。 Hall(1990)は多くの要因の中で，ソロ
一残差を導く論理前提としての完全競争と 1次同次の生産関数を否定して市
場支配力と収穫逓増の効果の重要性を強調した。第 2は1人当たり GDPが
低い国ほど成長率が高く，経済が発展するにつれて外生的ファンダメンタル
ズで決まる成長率に収束するという新古典派の命題が成立しないことであ
る。Lucas(l988),Romer(l986)は生産技術が外部性と収穫逓増をもつ経済で
はそれぞれ異なった成長率をもちうることを明らかにし，内生的成長論への
道を切り開いた。第3は技術的ショックによって変動する経済がパレート最
適にあるという実物的景気循環(RBC)理論に対する批判である。 Benhabib
and Farmer (1994), Benhabib and Perli (1994), Farmer and Guo (1994), 
Rotemberg and Woodford (1995)は規模に関する収穫逓増技術を考慮したケ
インズ＝ラムゼイ型の最適成長モデルを用いて，成長経路が一意的に確定せ
ず，その確定にアニマル・スピリットが重要な役割を果たしうることを示し
た。
本稿の目的は上述の最後の問題を連続的市場清算という新古典派の枠組み
の中で検討し，新古典派の命題がどのように修正されるのかを論理問題とし
て明確にすることである。通常の新古典派理論では規模に関する収穫不変の
生産技術をもつ個別企業が完全競争市場で生産を行うと仮定されるので，最
終生産物の完全分配が成立する。個別企業にとって収穫不変の生産技術に外
部効果が存在する場合，社会全体の生産技術は収穫逓増の性質をもつことに
なるけれども，完全競争の下で完全分配が成立する。しかし，個別企業の生
産関数に収穫逓増が仮定されるなら，完全競争下では分配が産出より大きく
なってしまう。そこで，この問題が解決されるためには，完全競争の仮定に
代わって，独占的競争の仮定が導入されなければならない。このときの集計
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的生産関数は外部効果を考慮したものと形式的に同一となることが第2節で
示される。独占的競争は独占利潤の存在を可能にし，そのことが企業の参入・
退出をを引き起こす。それゆえ，独占利潤を伴う均衡は長期均衡たりえない。
この問題は間接費用の存在を考慮すれば解決されることが第 3節で示され
る。そこで得られた収穫逓増型の生産関数の下での最適経路の安定性と一意
性が第4節で検討される。第5節では資本と消費が一定率で成長する均衡経
路の存在と安定条件が導出される。
2. 外部効果・収穫逓増・独占的競争
まず，次のような経済を想定する。①企業の生産技術は規模に関する収穫
不変の法則に支配される。②生産技術には市場を経由しない直接的な外部効
果が存在する。 したがって，企業の生産技術は社会全体の生産技術に影響を
受ける。③各企業は集計的生産技術に影響を与えるほど大きくなく， 完全競
争市場にある。こうした条件の下で社会全体の集計的生産関数は規模に関す
る収穫逓増という性質をもつことを最初に示そう。
いま，第 i企業の生産技術がコプ・ダグラス型生産関数
Y(i) = K(i) "N(i) h (K"0'炉）， a>O,b>O, ゜ 1~0, 82~0 (1) 
で表わされるものとする。 Y(i),K(i), N(i)はそれぞれ第i企業の産出高，
資本，労働を， K,Nは経済全体の平均的な資本，労働を示す。 (1)式の個別企
業の生産関数にK,Nが含まれるのは，市場で取引されない他企業からの外
部性が存在すると想定しているからである。
経済には多数の同規模の企業が存在し，完全競争下にあると仮定されてい
るので，企業は，外部効果を所与として，利潤を最大にするものと想定され
る。そうすると，主体均衡の条件は(1)式より
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となる。ここで， rは資本のレンタル料， wは実質賃金率を表わす。この 2式
から
a Y(i) = rK(i) 
bY(i) =wN(i) 
が導かれる。 (1)式を考慮すると， (2),(3)式から
(a+ b) Y(i) = rK(i) + wN(i) 
(2) 
(3) 
(4) 
が得られる。完全競争が仮定されているので，企業利潤はゼロでなければな
らない。そのとき，
a+b= 1 
完全分配が成立するので， (4)式より
(5) 
が成立する。したがって，第i企業にとり， (1)式で示される生産関数は規模に
関して収穫一定となっている。
簡単化のために，各企業が同質的で同じ生産技術を用いているという意味
で対称性を仮定しよう。そうすると， マクロ経済を代表する平均的企業の生
産関数は， (1)式でK(i)=K, N(i) =Nと置くことによって導出することがで
き
Y=KaNP 
となる。ただし
a=a(l+01), {3=b(l+02) 
である。 81あるいはあが正であれば
a+{J= (a+b) + (a81+b82) >l 
(6) 
(7) 
となり， それゆえ， マクロの集計的生産関数が規模に関して収穫逓増という
性質をもつ。 このようにして，企業レベルで収穫不変となっている生産技術
に外部性が付与されると，集計的生産技術は収穫逓増となる。
生産技術について外部性の代わりに収穫逓増を仮定しよう。 そのとき，独
占的競争が想定されるなら，分配問題が解決され，経済は収穫逓増の集計的
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生産技術と整合的となることが以下で示される1)0
経済が最終財生産部門と中間財生産部門の2つの部門で構成されているも
のとする。最終財部門は完全競争下にあり，中間財部門は独占的競争下にあ
ると仮定する。中間財生産部門の第i企業は中間生産物Y(i)だけを生産する
ものとする。ただし， iE[0,1]とする。最終財部門は中間生産物の集合体だ
けを投入して生産を行うものとし，その生産技術は(8)式で示される代替の弾
力性一定(CES)の生産関数に従うものとする2)。最終財部門の毎期の産出高
をYとすると，この部門の生産関数は
Y=(ぷ Y(i)•di) 11•, 1>11>0 (8) 
と表現される。 (8)式で示される生産関数は規模に関して収穫一定となってお
り， 0式で示される中間財生産企業のそれと異なることに留意する必要があ
る。なお，時間を示す添字は混同が生じない限り省略する。
最終財で測った中間財iの価格をP(i)とすると，最終財部門の利潤Iは
II= Y -~P(i) Y(i) di (9) 
と定義される。利潤最大化の 1階の条件は(8)式を前提に(9)式より
dIT I ,1.-1 
dY(i) = (~0Y(i)•di) Y(i)•-1-P(i) =O 
となる。これを整理すると，
Y(i) =P(i)ll<• ―oy UO) 
が得られる。UO)式は最終財Yが与えられたときの第i企業の中間財に対する需
要関数を表わす。価格のべき指数1/0-n)は需要の価格弾力性，したがって，
(1―n)はラーナーの独占度，あるいは同じことであるが， 1/nは限界費用に対
するマークアップを表わしている。このことは中間財市場が独占的競争下に
あるという仮定と整合的である。なお， n→1ならば，需要の価格弾ガ性が無
限大となって，中間財は最終財を生産する上で完全代替財となる。
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各企業の中間財は，仮定により，収穫逓増技術で生産されるので， (1)式は
Y(i) =K(i)a N(i)P, a >O, {3>0, a+ {3> 1 UU 
に置き換えられなければならない。生産関数が皿式で与えられると，第i中間
財生産企業の利潤I(i)は
I (i) =P(i) Y(i) -wN(i) -rK(i) 
と定義することができる。この定義にUO),UU式を代入すると，第i企業の利潤
は
II(i) = Yい N(i戸K(i)a• -wN(i) -rK(i) 02) 
と書き直すができる3>0 02)式が最大値をもっためには，利潤関数がN(i),
K(i)に関して凹でなければならないので
(a+/3) 71~1 03) 
の条件が必要である。収穫逓増の仮定によりa+/3>1であるが，独占度を反映
する71(<1)が存在するので，パラメータが適切に設定されるならば， 03)式の
条件は満たされる。換言すれば，個別企業の生産に収穫逓増が仮定されると
き，主体均衡が保証されるためには，独占的競争の条件が必要なのである。
03)式が成立しているとすれば，利潤極大の 1階の条件は
TJ≪P(i) Y(i) = rK(i) 
TJf3P(i) Y(i) = wN(i) 
である。
Q4) 
05) 
マクロの集計的生産関数を導出するために，中間財生産に対称性を仮定す
ると，均衡では
P(i) =P,K(i) =K,N(i) =N (16) 
が成立していなければならない。最終財市場は完全競争が仮定されているの
で， (9)式で示される利潤1はゼロでなければならない。すなわち，
II= Y-~PY(i) di=O 
゜
Q7) 
である。このとき， 07)式に(16)式を適用すると，均衡では
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P(i)=P=l, Y(i)=Y 
が成立する。したがって， (14),(15)式で
a=a17, b=/317 
(18) 
(19) 
と置けば'(14),(15)式は(2),(3)式と同等となる。さらに， (16)式が与えられると
(8), (1り式から
Y = (~:(K(WN(i)P)"di)ll" 
(20) 
=Ka NP 
が得られ，最終財の生産関数(20)式は(6)式と一致する。
しかし，外部性を仮定した生産関数の場合， (5)式で示されるa+b=lが成立
するが，このケースでは独占的利潤が存在するので， a+b<lとなる。という
のは，中間財部門の要素費用と利潤をすべての企業について， (12)式を利用し
て合計すると
ぶ{wN(i) + rK(£) + I(i) }dz"=~ い K(£)a,¥N(£)f1,¥d£=Y 
となるからである。換言すれば，最終財部門は生産要素を用いず，また，利
潤も存在しないと想定されているので，最終財の産出高は中間財部門の資本，
労働の要素所得と独占利潤によってすべて吸収され，分配問題が解決されて
いるのである。
以上のことから，企業の生産技術に外部性をもつ完全競争経済と収穫逓増
をもつ独占的競争経済は同様の帰結をもち，完全分配が成立することが示さ
れる。ところが，この議論には重要な問題が残されている。というのは，マ
クロ経済の均衡で正の独占利潤が存在するからである。均衡では(18)式が成立
しているので， (14),(15)式を用いて，利潤Iを計算すると
II={l-(a+fJ)rJ}Y 
となり， (13)式で示される条件が厳密に不等号で成立する限り， II>0 (13)式で
(a+fJ)rJ>lなら， I<O)となる。規模に関する収穫逓増と独占的競争が存在
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して，分配問題を解決するとしても，独占利潤が存在すると，外生的な参入
障壁がない限り，長期的には企業の参入問題が生じる。したがって，ここで
示された均衡は恒常状態にないことになる。そこで，間接費用の存在を考慮
すると，この問題が解決されることを次節で示そう。
3. 収穫逓増・独占利潤と間接費用
前節の議論を中間財生産のための間接費用が存在するケースに拡張しよ
ぅ4)。間接費用は産出高の大きさとは関係なく，一定の大きさ¢と仮定する。
収穫逓増を明示するために，生産関数01)式を少しだけ変形し，間接費用の存
在を考慮して，中間財の純産出高を
Y(i) =A(K(かN(i)1―a}Y-q,,y>l (21} 
と表わそう。ここで，ァは生産技術の収穫逓増の程度を示す尺度である。 (21)式
に含まれるayと(1-a)ッをそれぞれa,/3とし， Y(i)+<f, をY(i)と置けば，
間接費用を含む生産関数(21)式は01)式で示される生産関数と同一になることに
留意して議論を進める。
中間財部門の第i企業の費用関数は
C(i) = min { wN(i) + rK(i) } s. t.K(i) a N(i) 1-a = (凶止内1/ッ
A 
切）
で与えられる。これを解くと，
K(i) = (止）工~af-a(子） 1-a 
N(i)= (-1附判／ツ（長汀ほ）“
したがって,(2)式は
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C(i) = (エ戸） 1/y Qi―a(l-a)I―a Ya WI-a (23) 
と書き直すことができる。限界費用MC(i) は~3)式より
MC(i) =..l_(Y(i) + <f,)11>-1K1fr a―a(l-a)I―a Ya WI―a {24) 
y 
となる。 (24)式の限界費用に収穫逓増効果を示すッと間接費用を表わす¢が含
まれており，両者が限界費用に異なる影響もつことに注意する必要がある。
y>lと仮定されているので， (24)式から明らかなように，産出高の増加に伴い，
限界費用は逓減する。
独占的競争下にある第i企業が逓減的限界費用曲線に直面しているとき，企
業の利潤最大化は価格が限界費用とマークアップの積に等しくなることによ
って保証される。 (10)式から明らかなように，マークアップはl/17に等しく，一
定である。したがって
1 P(i) =-MC(i) (25) 
rJ 
が成立しなければならない。 (25)式は費用逓減企業が後の(29)式で示される最大
利潤を獲得する価格設定を示している。
完全競争下にある最終財部門の生産関数は(8)式で与えられているので，最
終財部門からの第i中間財に対する需要は(10)式で与えられる。生産関数に修正
が施されているので，第i企業の利潤関数(12)式は次式のように置き換えられな
ければならない。
IT (i) = Y1―"{A(K(i) a N(i) I-a) r -<P }" -wN(i) -rK(i) (26) 
(12)式に関して示した条件と同じく， (26)式の利潤関数が最大値をもっためには
町 :s1でなければならない。この条件が満たされるものとして，利潤最大化の
1階の条件を求めると
a17yP(i)A(K(W N(i)1―a) y = rK(i) ('l/) 
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(1-a)'1/'YP(i) A(K(W N(i)1-a) Y = wN(i) 
が得られる。したがって，利潤は
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(28) 
I (i) = (1―”ッ）P(i) A(K(i) a N(i)1-a) Y -,t, (29) 
となる。
中間財生産技術について対称性の仮定が置かれ，規模に関する収穫不変の
技術をもつ最終財部門が完全競争にあるとき，均衡では
Y(i) = Y, K(i) =K, N(i) =N, P(i) =P=l (30) 
が成立している。そのとき，集計的生産関数は， (8),(21), (30)式より
Y=A(Ka N-a)y —</, (31) 
となる。また，マクロ経済における各期の均衡要素価格および利潤は(27)~(29)
式より
r=a叫 (Kal¥「1ーが/K
w= (1-a) 17yA(Ka N1-a)y IN 
II= (l-17y)A(Ka N'―a)Y-cp 
で与えられる。
(32) 
(3) 
(34) 
上の(34)式は独占利潤を示している。これが正であれば，長期的にはこの部
門への企業の参入が生じて中間財の範囲が拡大し，したがって，企業数が増
加することになる。そうすると， (30)~(32)式で示される均衡は長期的に維持し
得ないことになる。そこで，経済が企業の参入も退出もない恒常状態にある
とすれば，独占利潤が消滅していなければならない。すなわち
<f, = 0-TJy)A (Ka f.い）Y (35) 
が成立していなければならない。 ここで， K,Nは恒常状態における資本，
労働を表わす。もし間接費用¢が負であれば，(32)式から明らかなように，資本，
労働の投入をゼロにしても，利潤が正になり，中間財生産者の利潤最大化問
題が適切に定義されないことになる。また，間接費用がゼロの場合，前節の
問題が解決されない。このことから，間接費用を正と仮定することが必要と
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なる。したがって
1 ->y 
” 
(36) 
が成立しなければならない。このことは(25)式で示される価格の限界費用に対
するマークアップ率が生産技術の収穫逓増効果より大きいことを意味する。
この 2つのパラメータが(36)式を満たすとき'(25)式の価格設定は中間財生産者
の利潤最大化の十分条件となる。
このようにして，収穫逓増技術が仮定されるとき，間接費用の存在は長期
均衡を表わす恒常状態を保証することになる。
恒常状態から外れるとき，労働分配率，資本分配率は， (30~(33)より
翠=a11y(l+手） (37) 
wN 立― =(l-a)11y(l+) y y (38) 
となり，間接費用が一定であるから，産出高が増加すると資本も労働もその
分配率が低下する。これは独占利潤の増加によって引き起こされる。という
のは，恒常状態からの差でみた独占利潤は， (3U,(35)式を考慮すると， (34)式よ
り
11=(1-TJy)(Y-Y) (39) 
となるからである。ただし， Yは恒常状態における産出高を表わす。このよ
うに，収穫逓増技術をもつ経済で独占的競争が行われるとき，間接費用の存
在が恒常状態で独占利潤を消滅させる役割を果たすとともに，景気循環の局
面で分配率が順循環的運動を引き起こす役割をも同時に果たしていることが
わかる。
経済が恒常経路上にあるとき， (35)式が成立しているので， (30式で示される
産出高は
166 
収穫逓増，独占的競争と成長経路（元木）
y =11yA(KaN・a)y 
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=B(K勺v1a) y ただし， B=11yA (40) 
と表わすことができる。すなわち，恒常経路上では，間接費用を含まない(6)
式ないし(20)式と類似のコブ・ダグラス型の生産関数が得られる。しかし， (40)
式は通常の新古典派モデルやリアル・ビジネス・サイクル理論で想定されて
いるものとは異なる。というのは， (40)式右辺の係数Bはソロー残差で想定さ
れるような技術ショックだけを示しているのではなく，内生的に形成される
パラメータたる独占度，規模の経済性を反映しているからである。
恒常経路上での資本のレンタル価格，実質賃金率は， (40)式を用いて(32),(3) 
式を変換すると
r=aB (K" N1•)r / K=a Y / K (41) 
w= (1-a)B(K汀V1•),/ N = (1-a) YIN (42) 
となるので，それぞれ資本，労働の平均生産性に比例することになる。さら
に， a=a, b=I-aと置けば，明らかに， (5)式と同じ<, a+b=Iが成立す
る。
4. 収穫逓増経済の最適経路
この節では，これまでの議論を恒常経路に係わる動学モデルに拡張して議
論をする。まず， t時点における代表的消費者の瞬時的効用関数が加法分離型
の消費と余暇で表わされるものと想定して
尺(t)いx
U=InC(t)一， x:2:0
I+x 
とする5)。ただし， C(t)はt期の消費， N(t)はt期の労働供給， xは労働供給の
異時点間代替の弾力性を示し， x:2:0である。
ここでは議論が恒常経路に限定されているので，前節の議論から明らかな
ように，収穫逓増と独占的競争が想定されても，間接費用の存在により独占
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利潤はゼロとなっており，生産関数は(40)式で表わされる。したがって，生産
.!.. 
物市場が常にクリアされている恒常経路上では資本の増加Kについて
ku) =戌(t)+wN(t)-C(t) (43) 
が成立しなければならない。簡単化のために資本の減耗がないものとする。
ただし，初期時点の資本は
尺(0)=K;。 (4)
で与えられるものとする。
代表的消費者は通常のモデルと同じく， (43),(4)式の下で
!、 InC(t)-F/(t)h I (l+H) e―P1dt 
を最大にすると仮定される。 pは主観的時間割引率である。
条件付き最大問題を解くために
H= (rnC(t)-
Fi(t)I千 K - -
l+x ＋入{rK(t) + wN(t) -CU)}) e―pl 
と置くと，最大化の 1階の条件は
aH I ―=(--ac c 入）e-p'=O 
aH 
aN =(予＋入w)e-"'=O
d 
dt (,le―"') 
aH =- -
aK 
である。 (46)~(47)式から
C(t) 
N(t)―x =w 
盟=r-p
が得られる。 (49),(50)式は(4U,(42)式を用いると
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C(t) = (I-a) Y(t)N(t)-< .. n 
C (t) Y(t) 
C(t) =a可―p
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(50 
(52) 
と書き直すことができる。そうすると，均衡成長経路は(43),(50, (52)式で決定
されることになる。もちろん，横断条件
尺(t)limで~―p'=O (53) 
が満たされることが必要である。
かくして，動学モデルは(40),(43), (50, (53)式の 4本の方程式で構成され，そ
れを再表示すると
Y(t)=B(尺(t)aiJ(t)l―a)Y 
知）= Y(t)-C(t) 
CU)= (1-a) YU)N(t)-c.+I) 
Y(t) 釦）
C(t) =a詞―p
ただし，変数はY(t),C(t), だ(t),N(t)の4つである。
(54)-(57)式で決められる経済の運動を見るために，変数変換をして
y=加 Y(t),k=.en尺(t),n=foM(t), c=加C(t)
とおくと，動学方程式(5),(57)式は
k = e·•-k -e-k 
; =ae•·-k_P 
となる。また， (54),(56)式は
y=.enB+ayk+ (1-a) yn 
c=加 (1-a)+y-(l+k)n
と変形できるので， (58),(59)式からyを消去するために， (60),(61)式より
y-k=mo-m1k-mic 
(54) 
(5) 
(56) 
(57) 
(58) 
(59) 
(60) 
(60 
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が得られる。ただし
mo={ (1 + x)inB+ (l-a) yJl,n(l-a) }/{ (1 + x) -(l-a)ッ}(62) 
m1 ={ (1-aッ） O+x)-(1-a)y}/{ (l+x)-(1-a)ッ} (63) 
mi= (l-a)ッ/{(l+x)-(1-a)ッ} (64) 
である。結局， (58),(59)式は
k =e"''ー111,k-111,,・_e・-k (65) 
; =ae"'"ーIl、k-111,,・-p (6) 
と表わすことができ， KとCに関する微分方程式体系に集約される。
(65), (6)式で示される微分方程式体系は初期条件と横断条件の下で資本と消
費の均衡経路を決定する。k=0, c =Oとなる均衡点(k*,c*)は
k*=加に［町(l+m2)tn(-;-)]
c*= m1!m2 [→ (1 -m1) in (-;-) ] 
(67) 
(68) 
で与えられる。独占度を反映するnは飢に影響を与え，したがって，均衡点の
位置にだけ影響するのに対し，収穫逓増効果を示すッは均衡点の位置のみな
らず，以下にみるように，安定性や収束速度など，体系全体の性質に根本的
に係わっていることに注意する必要がある。
(65), (6)式を均衡点の近傍でテイラー展開して 1次近似をすると
[1] = [~~; 加） p/a二 ~2:四）p/a] [: ご] (69) 
が得られる。 (69)式右辺の行列をDとし，安定条件を求めるために， (63),(64)式を
考慮して，特性方程式の2根の和と積を計算すると
Tr D= (l-mi)p _ (x+a)yp m2p= a (l+x)-(l-a)y (70) 
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Det D 
-(mげ加）p2 
“ 
(1 + x) (ay-1)が＿
{(l+x)-(1-a)ッ}a
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(70 
となる。均衡の安定性は(70),(70式の符号に依存する。すでに与えられた条件
だけでこれらの符号は確定することができない。それは(l+x)-(1-a)yと
“ッー 1の符号に依存している。そこで，次の 4つのケースを検討しよう。
【ケー ス 1】体系が安定的なケース
? ? ???ッ???? ＿ ?? (72) 
この条件の下では(70),(70式の， DefD>O, Tr D<O, すなわち，特性方程式
の2根がともに負となるので，体系は安定的である。条件(72)式が成立するた
めには労働の異時点間代替の弾力性K>Oだから， a<0.5でなければならな
い。また，与えられたaの下で労働の異時点間代替の弾力性xは十分高くなる
ことができず， K<l/a-2を満たさなければならない。
k =O註 =Oの曲線の傾きは， (63),(64)式を考慮すれば， (65),(6)式あるいは(69)
式より
de (1-m1) 
dk I・ = =ay>O k~u l+m2 (73) 
坐 ＝一竺L=(1-a)ッー (l+x)+ay(l+x)
dk I; ・=O 加 (1-a) y 
=1-
(1-ay) (l+x) 
(1-a) y 
(74) 
が得られる。k=Oの曲線の傾きはつねに正である。； =Oの曲線の傾きは一般
にパラメータ値いかんによって正にも負にもなるが， (72)式が条件として与え
られると， (74)式は正となる。たとえば， Kinget al. (1988)で現実的だと想定
されているパラメータ値y=2.5,a =0.33, x=0.25は(72)式の条件を満た
し，； =Oの曲線の傾きを正にするふ =Oの曲線が正の傾きをもつのは外部性
ないし収穫逓増効果の存在に因っている。この点は，それが存在しないケー
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ス，すなわち， y=lの場合と比較すれば理解しやすい。というのは， (74)式か
ら明らかなように，； =Oの曲線は負の傾きをもつからである。
(73), (74)式を用いて 2つの曲線の傾きを比較すると
坐＿牟=(1-ay) {(l+x)-(1-a)ッ｝
dk I k=I dk I ;=。 (1-a)y (75) 
である。 (72)式を前提とすれば， (75)式は明らかに負となるので，； =Oの曲線の
傾きはk=Oの曲線のそれより大きいことがわかる。この結論もまた，収穫逓
増効果の存在に依存しており， y=lなら， (75)式の不等号が逆転することは明
らかである。
また， (69)式より
． 
k 20⇔ C2 l-m1 
l+m2 
(k-k*) +c* 
c 20⇔ C2一亙L(k-k*)+c* 
m2 
である。したがって，任意の初期値(ko,~。)から出発する経路は，図 1 に示さ
れるように，均衡点(k*,c*)に収束し，横断条件(53)式を満たす。資本の初期値
［図 1] ?
c=O 
J 
ko k* 
?
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んは(4)式の初期条件によって先決されているが，消費の初期値C。は経済主体
の行動から自由に決定することができる。換言すれば， (72)式の条件が与えら
れると，経済主体の行動に対応して均衡へ収束する最適経路が無数に存在し，
経路を特定化できないという意味で不確定なのである。
【ケー ス 2】鞍点となるケース
ッ<min[ t号,-¾-] またはy>max[ +号，↓―] (76) 
条件(76)が与えられると， DetD<Oとなるので，均衡点へ向かう経路がただ 1
つだけ存在し，その他の経路は均衡点から離れてしまう。すなわち，均衡点
は鞍点である。収穫逓増効果の存在しないy=lのケースは(76)式の条件に合致
する。このときの位相図は図2のように表わされる。
［図 2]
?
J 
?
資本の初期値んが与えられるとき，図2に示されるように，横断条件(53)式
を満たして恒常状態に収束する経路はただ 1つであり，したがって，んに対応
する消費の初期値 C。は一意的に決定されることになり，この点で経済主体が
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自由に決定することができる【ケース 1】と異なって，不確定性の問題は生
じない。
【ケー ス 3】不安定なケース
ー ＿ ?????? ?? ＿ ?? (7) 
この条件の下では， DefD>O, Tr D>Oとなるので，特性方程式の2根がと
もに正となり，体系は不安定均衡点をもつ。初期値をどのように設定しても，
恒常状態に収束しない。すなわち，収穫逓増効果が一定の範囲内にある場合，
体系は不安定になる。換言すれば，収穫逓増効果が十分大きかったり，乏し
かったりすると，体系の不安定性が消滅するという点で，通常の新古典派的
結論と異なる。
【ケー ス 4】構造的不安定性のケース
(l+x)-(1-a)y<O, ay-1=0 (78) 
この条件の下で(65),(6)式の簡単な計算から明らかなように，； =Oの曲線
もk=Oの曲線も同じ傾き 1をもつ。(78)式が与えられると，DefD=O, Tr D< 
0となるので，特性方程式の 1根はゼロ，他根は負である。したがって，この
体系は安定的であると言うことができる。しかしながら，初期値んが与えら
れると，任意の初期値 C。に対応してそれぞれ異なった収束点をもっ，すなわ
ち，パラメータの微少な変化に対応して位相線図の性質が変わるという意味
で構造的に不安定である。したがって，特定の経路が定まらないという意味
で，【ケース 1】と同じく，不確定である。言うまでもなく，このケースでは
(67), (68)式で示される点は均衡（特異）点ではない。当然ながら， DetD=O, 
Tr D>Oならば，体系は完全に不安定である。
5 • 均衡成長経路
前節のモデルでは， k=c =oとなる恒常状態に焦点を当てたので，恒常状
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態に収束する一時的な経路上を除くと，恒常状態ではすべての変数が一定値
をとり，経済は定常状態にある。換言すれば， k=c =oの場合には，外生的
な技術進歩や労働力の成長がないかぎり，収穫逓増が存在しても，経済成長
が生じ得ないのである。
そこで，前節の体系を前提とした上で資本と消費が一定の率gで内生的に
成長する均衡経路の存在と安定性を検討しよう。そのために，
k =c =gキ0
と仮定する。
h=c-k 
と定義すると， (79)式の仮定の下では
1i =c -k =o 
である。 (79)~(8U式を用いて(65),(6)式を書き直すと，． k = e"'"-(m,+m,)k-m,h_ el• =g 
h = (a-l) em,-(m,+m,)kーm,h_p+e,'=O
(79) 
(80) 
(80 
(82) 
(83) 
となる。 (82),(83)式から決まる h,kが均衡成長の解である。仮定により Kは時
間とともに変化するのに対し， hは時間を通じて一定なので，(83)式が成立する
ためには
m】+mi=
(1 + x) (1-ay) 
(l+x)-(1-a)ッ=O 
でなければならない。したがって， X2〇と仮定されているので，均衡成長経
路が存在するための必要条件
ay=l (84) 
が得られる。この条件は TrD<Oと合わせると，前節の【ケース 4】の(78)式
と同一であり， k=c =0の経路について成立した安定性は(79)式で示される経
路についても成立する。 (79)式により K(t)/C(t)が一定なので，所与のんのも
とで，任意の C。に対して横断条件(53)式を満たす均衡成長率（尺， C)が存在す
る。
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さて，資本と消費が同じ一定率gで成長する均衡経路の特性を検討しよ
う。 (84)式および TrD<Oの条件のもとでは
m1= —加＞〇 (85) 
である。そうすると， (83)式は hだけの微分方程式となる。そこで， x=e"とお
くと， (83)式は
． 
ft=五=(a -1) e'" X―m, 十x-p
X 
と書き直すことができる。 (86)式の右辺をI(x)と定義すると
(86) 
x=ガ(x) (87) 
と表わすことができるので，均衡成長経路が存在するためには，h=x /x=O, 
すなわち
I (x) = (a-l) e"'" x―,, 十x-p=O
を満たす正の Xが存在しなければならない。仮定により， aく1,m2<0, mi+ 
l<Oであり，また/(0)=-p<O,f(oo) =-ooであることを考慮すれば，関数
f (x)について
f'(x) =—加 (a-1)e11'X―(111,+l)+l=O (8) 
なる x=x>Oが存在する。さらに
f" (X) = m2 (1 + m.i) (a -1) e"~X—<111,+21 <O 
であるから， x=兄においてJ(x)は最大値をとる。したがって，図3に示され
るように， J(x)>Oであれば，明らかに， J(x)=Oとなる相異なる正の 2実根
Xi, X:! (X1くX:!)が存在する。なお，/(文）く0であれば， f(x) =Oは実根をもたな
い。また，/(え）=Oであれば， f(x) =Oは正の重根をもつが，以下の説明から
明らかになるように，この根は不安定な均衡経路を生み出す。
ところで，/(ふ）=O,j'(x1) >Oを考慮すると， x<x1なる Xに対してJ(x)< 
0, すなわちふく0であり，X1<Xく石なる Xに対してf(x) >O, すなわちふ＞
0であるから，ふは不安定均衡経路を表わす。また， /'(X:!)く0であるから，同
様にして，石は安定的均衡経路であることがわかり，このとき， m2<0が保証
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［図 3]
X -= 
X 
f(x) 
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ぇ X 
されている。このことから，所与の資本の初期値K。に対して C。IK.。>xiとな
るように消費の初期値 C。を選べば， X(t) = C(t) / K(t)は横断条件を満たして
叫こ漸近的に収束することが保証される。そのときの成長率gは(82)式より
叫） =1~a.xi一召>g(叫= l~a Xi―凸
で与えられる。このようにして，複数の均衡成長率のうち，初期の消費・資
本比率が一定値より高ければ，高い成長率に対応した安定軌道に乗り，初期
の消費・資本比率が一定値より低ければ，体系が不安定となり，成長率は累
積的に低下するという逆説的な結果が得られる。
6 • おわりに
本稿では，技術的外部効果や収穫逓増が存在するマクロ経済の運行につい
て分析した。そこで導出されたいくつかの重要な結論をあげると，次のよう
になる。第 1は，ソロー残差が， Hall(1990)の指摘するように，純粋な生産
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技術を示すものではなく，独占度と規模の経済性を内包するということであ
る。第2は，人々の消費を最大にする最適経路の一意性と安定性が就中，収
穫逓増効果と労働供給の異時点間代替の弾力性に依存することである。均衡
へ収束するケースでも，これらのパラメータの値によって経路が不確定とな
り，それぞれの経路は人々の消費欲求ないし投資欲求，いわゆるアニマル・
スピリットに対応することになる。第3に，最適経路の均衡水準は，逓増効
果に関する安定条件が満たされるとき，その条件に含まれるファクターの他
に，独占度と規模の経済性に依存することである。換言すると，均衡水準が
経済内的要因によって左右されるということになる。第4は，均衡成長経路
が存在するためには収穫逓増効果が特定の条件，すなわち，産出が資本に関
して線形関係にあるという条件を満たす必要があるということである。その
とき，資本および消費に関して低位と高位の複数の均衡成長率が存在しえて，
前者の場合は不安定，後者の場合は安定的となることが明らかになった。
RBC理論との対比の中で上述の議論が展開されており，その観点からみる
と，均衡成長経路はパレート最適を満たしているわけでも，一意的に決定さ
れているのでもないという意味で収穫逓増と独占的競争を含む成長理論は
RBC理論を支持しないと主張することができる。しかし，いくつかの重要な
理由から，この議論が現実経済を説明するとは主張できない。第 1に，連続
的市場均衡が前提されているからである。第2に，生産における外部効果の
みを取り上げており， tradeexternalitiesやdemandexternalitiesなど，需
要側面における外部効果を考慮していないからである。これらはアニマル・
スピリット9の分析に不可欠の要因である。第3に，実物世界のみに限定され
ており，この意味で古典派的2分法の成立している世界が対象となっている
からである。ケインズ的世界あるいは現実世界を論じるためには，貨幣が独
自の仕方で実物に入り込む必要がある。こうした点から，本稿は新古典派の
世界の中で収穫逓増が及ぽす影響の論理的帰結の一部を明らかにしたという
に止まっている。とはいえ，経済成長が技術や人口などの経済外生的ファク
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ターによって決定され，効率的資源配分が達成されるという重要な新古典派
的結論が大きく修正されることも明らかになった。
注
1) Benhabib and Farmer(1994), Benhabib and Perli(1994), Farmer and Guo(1994), 
Boldrin and Rustichini (1994)参照。
2) Spence(1977), Dixit and Stiglitz(1977), Blanchard and Kiyotaki(1987)参照。
3) (12)式は次のようにして導出される。 (10)式より
P(i)= (叩）＂― I
となるので，これを利潤n(i)の定義式に代入すると，
Il(i) = Y' —• Y(i)• -wN(i) -rK(i) 
が得られる。これに(10式を代入すると,(12)式が得られる。
4) Homstein(1993)参照。
5) Cobb-Douglas型生産関数を用いて，消費と余暇の分離型の効用関数を仮定すると
き，成長経済での定常的労働供給と整合的となるためには消費に関する効用関数が
対数表示の定式化でなければならない。
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